
大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0488583010 Email: kshinkou@gr.saitama-u.ac.jp
産連HP http://www.saitama-u.ac.jp/coic/

井上　孝幸

産学連携担当部署

国立 埼玉大学
窓

口

担当部署 研究推進課 担当者

シーズDB

先端産業国際ラボラトリーの設置

8
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

471     0 59
弁護士 弁理士 税理士

94 59
公認会計士 その他

実務

担当者
8

研究者数 実務

担当者
5

研究者数 実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード 3

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援 1
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 112,414 212,097 受入額 301,484 186,939

件数 128 134

全体
件数

全体

受入額 89,311 202,798 受入額 12,000 1,779
44

民間企業

のみ

件数 100 106 民間企業

のみ

件数 11 6

57 51

49,918 155,048 受入額 1,200 1,279

件数 55 65 大企業

のみ

件数

46

大企業

のみ

受入額 39,393 47,750 受入額 10,800 500
44

中小企業

のみ

件数 45 41
中小企業

のみ

件数 8 2
48

3 4

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 71 0.151
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利 11 0.5

2016年度に有償契約した権利 11 0.5

特許保有件数 252 0.535 3ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 22

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数

マッチングを行い、契約締結した件数
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業

特許権実施等収入（千円） 2,023 92.0

　　産学連携本部が関与した共同研究

件数 16 3

総出願数に

対する割合
0.2254

1 C07 有機化学 6

2 G01 測定、試験 4

0.0423

受入額比 13,256

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

3 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 3

3 G06 計算、計数 3

3 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 3

3 A61 医学・獣医学；衛生学 3

3 H01 基本的電気素子 3

1

4

1

0.1

1

10

100

0.1

1

10

100

53
41

7

3
2

0.1

1

10

100

0

20

40

60

80

100

120

0 200 400 600 800 1000

特

許

権

収

入

100

10

1

う

共

同

研

究

件

数

受

託

研

究

件

数
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化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

6,030,809 301 691,030 194,461 254,399

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%以上15%未満

インキュベーション施設

1 無し

2
大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学 1

有り インセンティブ設計無し 企業無し1 有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0258479278 Email: sangaku@jcom.nagaokaut.ac.jp
産連HP

神保　浩

http://ntic.nagaokaut.ac.jp/seeds-collection/

産学連携担当部署

国立 長岡技術科学大学

窓

口

担当部署 産学官・地域連携/知的財産本部 担当者

シーズDB

産学官連携活動を通して、実践的・創造的能力に富んだ人材を養成することにより、産業界の発展に寄与す

る。透明性の高い産学官連携活動を継続的に推進し、新産業の創出をはじめ産業界並びに地域社会の発展

に貢献する。

本学は、長岡市・新潟県及び全国のものづくり地域の活性化に貢献するべく、地域課題に着目したプロジェクト・

ベース・ラーニング等の活動を推進する。国内外のネットワークを活かし、全国に連携拠点を数カ所整備して、オー

プンイノベーション型の共同研究を推進する。

5
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

255     32
弁護士 弁理士 税理士

255 51
公認会計士 その他

実務

担当者
8

研究者数 実務

担当者
1

研究者数 実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援 1
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 275,341 201,730 受入額 436,330 410,738

件数 156 143

全体
件数

全体

受入額 268,743 191,043 受入額 575 0
47

民間企業

のみ

件数 151 134 民間企業

のみ

件数 2 2
45

56 55
49

222,106 160,769 受入額 575 0

件数 103 101 大企業

のみ

件数

44

大企業

のみ

受入額 46,637 30,274 受入額 0 0

中小企業

のみ

件数 48 33
中小企業

のみ

件数 1 0

1 2
42

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 42 0.165
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利

2016年度に有償契約した権利 13 0.4

特許保有件数 336 1.318 3ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 33

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
3

マッチングを行い、契約締結した件数 21
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 1

特許権実施等収入（千円） 3,972 120.4

　　産学連携本部が関与した共同研究 180

件数 26 7
産学官連携活動における大学等の得意分野は、本学の強

み・特色を有する材料科学、システム制御、グリーテクノロ

ジーの分野である。研究成果の具体例としては、論文・特許

を含めマグネシウム・セラミック材料、インターフェース、環境微

生物利活用等に関して成されている。

総出願数に

対する割合
0.619 0.1667

1 H02 電力の発電、変換、配電 18

2 H01 基本的電気素子 5

受入額比 7,759 58,677

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

3 G01 測定、試験 3

4 C22 冶金、鉄・非鉄合金等 2

2
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器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

3,571,801 141 375,030 519,429 325,922

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%以上15%未満

インキュベーション施設

無し

8
大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し13 有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0272207545 Email: a-sangaku@jimu.gunma-u.ac.jp
産連HP http://research.opric.gunma-u.ac.jp/

清水　達也

https://univ-db.media.gunma-u.ac.jp/

産学連携担当部署

国立 群馬大学
窓

口

担当部署 研究・産学連携推進機構 担当者

シーズDB

地域の知の拠点として学内外の関係機関と連携した活動を通じて、地域の文化及び伝統を育み、豊かな地域

社会を創造する活動を行うとともに、知の地域社会への還元を推進し、産業の発展に貢献する。

平成２９年度に群馬大学次世代モビリティオープンイノベーション協議会を設置し、企業・自治体・研究機関等の

参加を募り次世代モビリティ社会実装研究に係る産官学金が連携したイノベーション拠点を形成する。

5
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

960     0 51
弁護士 弁理士 税理士

240 192
公認会計士 その他

実務

担当者
19

研究者数 実務

担当者
4

研究者数 実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 4

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 212,165 189,461 受入額 503,021 561,498

件数 180 200

全体
件数

全体

受入額 196,230 185,890 受入額 16,626 23,122
49

民間企業

のみ

件数 167 187 民間企業

のみ

件数 26 23
31

125 130
32

167,104 153,019 受入額 13,830 13,826

件数 109 125 大企業

のみ

件数

47

大企業

のみ

受入額 29,126 32,871 受入額 2,796 9,296

中小企業

のみ

件数 58 62
中小企業

のみ

件数 11 12
28

15 11
30

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 57 0.059
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利 12 0.1

2016年度に有償契約した権利 11 0.1

1特許保有件数 378 0.394 1ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 84

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
20

マッチングを行い、契約締結した件数 40
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 4

特許権実施等収入（千円） 815 9.7

　　産学連携本部が関与した共同研究 77

件数 15 8 8 1
長年の地元企業との共同研究を通して、移動ロボット自律

走行の公開チャレンジ（つくばチャレンジ）に参加、自律走

行に係る様々な研究を進めてきた。中でも、自律走行技術

や認識判定技術等で特許を出願し、現在取り組んでいる

完全自律型自動運転の研究に生きている。

総出願数に

対する割合
0.2632 0.1404 0.1404

1 A61 医学・獣医学；衛生学 8

2 B01 物理的・化学的方法または装置一般 4

0.0175

受入額比 12,631 70,187

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

4 C02 水、廃水、下水・汚泥の処理 2

4 C08 有機高分子化合物等 2

2 C07 有機化学 4

4 B23 工作機械等 2

4 G01 測定、試験 2

8 9
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究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般

102



職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

11,631,391 452 778,764 350,065 1,030,857

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%以上15%未満

インキュベーション施設

0 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学 1

有り インセンティブ設計無し 企業無し7 有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0878642522 Email: ccip@eng.kagawa-u.ac.jp
産連HP http://www.kagawa-u.ac.jp/research/industrial/

永冨　太一

https://sico-system.ccr.tokushima-u.ac.jp/search/

産学連携担当部署

国立 香川大学
窓

口

担当部署 社会連携・知的財産センター 担当者

シーズDB

本学の第3期中期計画中期目標に掲げる主要な研究テーマの一つとして位置付けの下、平成28年度より全

学の研究者と学外の機関の研究者も参画できる「国際希少糖研究教育機構」が発足。多様な価値観の融合

から発想される創造的・革新的基礎研究の上に、特色ある研究を開花させることを研究目標とし、社会の諸課

題の解決に向けた応用的研究を展開するため産学官の一層の連携をはかる。

ブドウ糖や果糖が利用される産業分野は多岐に渡る。これらの糖と構造は僅かしか変わらない希少糖が、異なる

物性・機能性を示す可能性が見えてきた。国際希少糖研究教育機構は、産学官連携で多様化する用途開発

に全学レベルで対応出来る。また、本国における生産・研究・教育拠点としての役割を果たし、当機構を通じて、

国内外の研究者、企業と連携しての研究開発を進展させる予定である。

3
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

741     1 82
弁護士 弁理士 税理士

371 247
公認会計士 その他

実務

担当者
9

研究者数 実務

担当者
2

研究者数 実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 2

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 166,955 188,707 受入額 212,699 237,518

件数 119 122

全体
件数

全体

受入額 153,441 152,727 受入額 21,957 17,233

民間企業

のみ

件数 102 103 民間企業

のみ

件数 33 33

127 130

115,863 131,550 受入額 16,120 1,427

件数 70 69 大企業

のみ

件数大企業

のみ

受入額 37,578 21,177 受入額 5,837 15,806
38

中小企業

のみ

件数 32 34
中小企業

のみ

件数 12 13

21 20

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 75 0.101
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利 69 0.8

2016年度に有償契約した権利 6 0.1

5特許保有件数 369 0.498

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 82

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
72

マッチングを行い、契約締結した件数 10
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 10

特許権実施等収入（千円） 5,135 62.6

　　産学連携本部が関与した共同研究 43

件数 15 2 6 2
近年の健康志向や高付加価値な機能性食品への需要に

「希少糖」の一部が市場投入されたことを皮切りに、農学部

の何森健名誉教授が酵素を用いる画期的な生産方法を発

見し、全ての六炭糖希少糖を体系的に生産可能にするシス

テム（イズモリング）を構築したことで、世界と戦える新たな

糖産業を創出されることが期待される。本国における産業振

興の柱となるべく、食品の他にも医薬品、農薬等幅広い分

野での用途開発に向け研究が進展している。

総出願数に

対する割合
0.2 0.0267 0.08

1 G01 測定、試験 7

2 A61 医学・獣医学；衛生学 4

0.0267

受入額比 12,580 118,759

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

3 C07 有機化学 1

3 H04 電気通信技術 1

3 C01 無機化学 1

3 C04 セメント、コンクリート、人造石、セラミックス、耐火物 1
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究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

10,440,557 281 410,940 261,777 351,764 有り

クロアポ規定

受

入

大学 1 有り 無し

10%以上15%未満

インキュベーション施設

0 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し6 有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL Email:

産連HP

産学連携担当部署

国立 北陸先端科学技術大学院大学

窓

口

担当部署 担当者

シーズDB

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

弁護士 弁理士 税理士

公認会計士 その他

実務

担当者

研究者数 実務

担当者

研究者数 実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 168,862 187,129 受入額 410,409 662,796

件数 99 103

全体
件数

全体

受入額 115,896 169,668 受入額 0 8,074

民間企業

のみ

件数 87 93 民間企業

のみ

件数 0 4

42 45

99,628 157,823 受入額 0 2,668

件数 68 74 大企業

のみ

件数

45

大企業

のみ

受入額 16,268 11,845 受入額 0 5,406

中小企業

のみ

件数 19 19
中小企業

のみ

件数 0 2

0 2

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 35
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利

2016年度に有償契約した権利

特許保有件数 127

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 40

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数

マッチングを行い、契約締結した件数
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業

特許権実施等収入（千円） 4,980 124.5

　　産学連携本部が関与した共同研究

件数

総出願数に

対する割合

1 C08 有機高分子化合物等 8

2 H01 基本的電気素子 6

受入額比

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

5 G06 計算、計数 2

3 B01 物理的・化学的方法または装置一般 3

3 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 3
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器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

5,248,030

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

インキュベーション施設

無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0552208780 Email: kenkyo@yamanashi.ac.jp
産連HP http://www.scrs.yamanashi.ac.jp/

島田　好巳

http://nerdb-re.yamanashi.ac.jp/scripts/websearch/index.htm

産学連携担当部署

国立 山梨大学
窓

口

担当部署 社会連携・知財管理センター 担当者

シーズDB

地域に密着した研究成果を上げ、地域産業、地域社会の発展に役立てる。研究成果の技術移転、産業界と

連携して有為な人材の養成を行い、地域社会、地域産業の課題解決に努める産学官連携を推進するための

体制を強化する。

H２９年９月、地域イノベーションエコシステムに採択を受けたことから、山梨県、やまなし産業支援機構と連携し

て地域産業への普及を目指し広く社会実装の実現を図る。山梨県として施策の重点事項とする。

6
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

1,104  0 38
弁護士 弁理士 税理士

368 184
公認会計士 その他

実務

担当者
29

研究者数 実務

担当者
3

研究者数 実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 3

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

25

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 158,179 183,132 受入額 1,310,895 1,299,834

件数 128 133

全体
件数

全体

受入額 150,884 163,660 受入額 40,512 34,515

民間企業

のみ

件数 121 115 民間企業

のみ

件数 21 31

121 110

115,296 147,265 受入額 21,171 21,377

件数 84 82 大企業

のみ

件数

49

大企業

のみ

受入額 35,588 16,395 受入額 19,341 13,138
50

中小企業

のみ

件数 37 33
中小企業

のみ

件数 6 13

15 18
49

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 52 0.047
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利 6 0.5

2016年度に有償契約した権利 2 0.2

1特許保有件数 370 0.335 3ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 12

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
15

マッチングを行い、契約締結した件数 17
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 5

特許権実施等収入（千円） 8,332 694.3

　　産学連携本部が関与した共同研究 107

件数 9 11 6 4
燃料電池分野では、プロジェクトとして国からの支援を受けな

がら研究を進展してきている。ＮＥＤＯ（HiPer-FCプロ

ジェクト）H20～26年度ＮＥＤＯ（Sper-FCプロジェク

ト）H27年度～他計7プロジェクト　出願246件、登録81

件（共同出願含む。）

総出願数に

対する割合
0.1731 0.2115 0.1154

1 H01 基本的電気素子 6

2 G01 測定、試験 5

0.0769

受入額比 20,348 118,167

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

5 B01 物理的・化学的方法または装置一般 2

5 C01 無機化学 2

3 A61 医学・獣医学；衛生学 4

3 C08 有機高分子化合物等 4

5 C10
石油、ガスまたはコークス工業、一酸化炭素を含有する

工業ガス、燃料、潤滑剤、でい炭
2

5 D02 糸、糸・ロープの機械的な仕上げ等 2

11 13

4

1 1 1

0.1

1

10

100

0.1

1

10

100
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46
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研

究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

9,763,516 333 668,655 1,338,620 878,911

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

15%以上20%未満

インキュベーション施設

無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

5 G01 測定、試験 1

5 G06 計算、計数 1

金属質材料への被覆；金属質材料による材料への被覆；化学的表面

処理；金属質材料の拡散処理；真空蒸着，スパッタリング，

イオン注入法，または化学蒸着による被覆一般；金属質材料の防食ま

たは鉱皮の抑制一般

5 C23 1

IPC 分野 件数

5 B63 船舶等の水上浮揚構造物、関連艤装品 1

5 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 1

1 C07 有機化学 2

1 H02 電力の発電、変換、配電 2

件数 9 3 3 0
1.海洋生物資源学分野（食料安定確保のための資源管理・種苗生産・育

種等に貢献する研究開発）

2.食品生産科学分野（食品ロス減や食品有効利用に貢献する研究開発）

3.海洋政策文化学分野（地域基幹産業の水産業に対する経営改善提案、

まちづくり提案に資する研究開発）

4.海洋環境科学分野（気候変動に対応し、環境保全、海洋の持続的利用

と有効利用を推進するための研究開発）

5.海洋資源エネルギー学分野（海洋資源探査、海洋開発、海洋再生エネル

ギーの研究開発）

6.海事システム工学分野（自動操船技術、管制航行技術等の研究開発）

7.海洋電子機械工学分野（水中ロボット、推進システム等、Society5.0を

実現するための研究開発）

8.流通情報工学分野（さらなる効率化・高度化が要求されている物流の研

究開発）

総出願数に

対する割合
0.375 0.125 0.125

1 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 2

1 A61 医学・獣医学；衛生学 2

0

受入額比 19,910 181,137

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位

マッチングを行い、契約締結した件数 8
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 2

特許権実施等収入（千円） 2,215 92.3

　　産学連携本部が関与した共同研究 33

2016年度に収入のあった権利 11 0.1

2016年度に有償契約した権利

特許保有件数 150 0.449

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 24

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
22

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 24 0.072
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

大企業

のみ

受入額 15,893 27,248 受入額 2,906 3,800

中小企業

のみ

件数 44 48
中小企業

のみ

件数 2 4
39

0 3

受入額 124,866 117,698 受入額 0 4,396

件数 86 71 大企業

のみ

件数

全体

受入額 140,759 144,946 受入額 2,906 8,196

民間企業

のみ

件数 130 119 民間企業

のみ

件数 2 7
50

67 66

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 188,664 179,188 受入額 573,361 543,411

件数 178 140

全体
件数

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード 3

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援 3

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード 3
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

334     3 111
弁護士 弁理士 税理士

111 334
公認会計士 その他

実務

担当者
3

研究者数 実務

担当者
3

研究者数 実務

担当者
1

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

産学連携担当部署

国立 東京海洋大学
窓

口

担当部署 産学・地域連携推進機構 担当者

シーズDB

本学では、「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」の各処方箋等に沿った取組を積極的に進めている。産学官

連携等に関する大学の目標・計画は「ビジョン2027」において明確に定め、パンフレット等で企業や自治体等に広く公表してい

る。また、体制については、産学・地域連携推進機構が学内を総括するとともに、副学長（産学連携・広報担当）を機構長と

して配置することで、学長・各副学長等との綿密な連携が行われ、本学の産学官連携に関するビジョンを的確に反映するととも

に、学問領域を超えて分野融合した共同研究への円滑な対応が可能な体制としている。

海洋生命科学、海洋工学、海洋資源環境の領域の学理を深化発展させ、社会実装を目的とする水産・海事・海洋開発等分

野におけるイノベーション創出に貢献する高度研究支援人材の育成を推進し、国内外の地域社会と連携する産業分野横断的な

連携関係を構築し、地域の創生に貢献する産学官金連携システムを構築する。

TEL 0354630859 Email: olcr@m.kaiyodai.ac.jp

産連HP http://olcr.kaiyodai.ac.jp/

産学・地域連携推進機構長

http://olcr.kaiyodai.ac.jp/rd/
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金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例

無し0 有り 無し 有り 無し 有り

インキュベーション施設

無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

5,453,617 120 417,950 569,457 269,815

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

4 D01 天然・人造の糸・繊維、紡績 1

金属質材料への被覆；金属質材料による材料への被覆；化学的表面処

理；金属質材料の拡散処理；真空蒸着，スパッタリング，

イオン注入法，または化学蒸着による被覆一般；金属質材料の防食また

は鉱皮の抑制一般

1C234

IPC 分野 件数

4 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 1

4 C22 冶金、鉄・非鉄合金等 1

2 H01 基本的電気素子 2

4 C01 無機化学 1

件数 18 2 2 1
富山大学の重点研究・事業化分野

○バイオマス／水素エネルギー

・水素エネルギーの調査・貯蔵・輸送・利活用

・電気エネルギーの活用・変換

・熱エネルギーの活用

○国際的先端材料研究

・強靱化技術の開発

・リサイクル技術の開発

・富山未来産業開拓アルミタウン構想の実現

・多国籍研究グループの形成

・地域産業を支える基盤/先端研究の推進

○バイオ・医療

・創薬・医療材料の開発及び製品化

・検査システムの開発及び製品化

・天然薬物・和漢薬をベースとした新規治療薬

・先進医療・福祉機器の開発

・脳科学研究・未病の解明

総出願数に

対する割合
0.5143 0.0571 0.0571

1 A61 医学・獣医学；衛生学 4

2 C07 有機化学 2

0.0286

受入額比 9,201 364,523

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位

マッチングを行い、契約締結した件数 40
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業

特許権実施等収入（千円） 5,733 44.4

　　産学連携本部が関与した共同研究 150

2016年度に収入のあった権利 55 0.4

2016年度に有償契約した権利 40 0.3

特許保有件数 234 0.271 ３ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 129

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 35 0.041
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

大企業

のみ

受入額 33,056 28,605 受入額 4,488 13,439
48

中小企業

のみ

件数 48 46
中小企業

のみ

件数 8 7
43

29 30
38 41

受入額 120,688 97,810 受入額 33,795 31,148

件数 105 106 大企業

のみ

件数

全体

受入額 153,744 126,415 受入額 38,283 44,587

民間企業

のみ

件数 153 152 民間企業

のみ

件数 37 37
39

169 169
40 36

46

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 204,432 165,609 受入額 616,179 729,045

件数 175 172

全体
件数

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 1

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

865     2 87
弁護士 弁理士 税理士

865 124
公認会計士 その他

実務

担当者
10

研究者数
実務

担当者
1

研究者数
実務

担当者
7

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

産学連携担当部署

国立 富山大学
窓

口

担当部署 産学連携推進センター 担当者

シーズDB

受託研究、共同研究やプロジェクト研究等を積極的に行い、共同研究、受託研究件数を増加

　（前期比）させるとともに研究成果を社会に還元する。

1: 中小規模共同研究（個人対企業レベル）の獲得増

2: 大規模共同研究（組織対組織）の獲得

3: 大型受託研究・プロジェクト案件の獲得

TEL 0764556936 Email: t-sangyo@adm.u-toyama.ac.jp
産連HP https://sanren.ctg.u-toyama.ac.jp/

https://sanren.ctg.u-toyama.ac.jp/seeds/
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研

究

件

数

受

託

研

究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例

無し5 有り 無し 有り 無し 有り

インキュベーション施設

無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10％以上15％未満

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

13,122,214 391 756,902 834,851 1,038,648

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0985587951 Email: sangaku@of.miyazaki-u.ac.jp
産連HP http://www.miyazaki-u.ac.jp/crcweb/

河野　秀貴

産学連携担当部署

国立 宮崎大学
窓

口

担当部署 産学・地域連携センター 担当者

シーズDB

宮崎大学は、「世界を視野に 地域から始めよう」のスローガンのもと、大学の使命である社会貢献を果たすため、

地域社会や産業界が抱える諸課題の解決に向け持続的な産学官の連携を推進し、地域を始めとする我が国

及び国際社会の発展に寄与することを目指します。

宮崎大学は、「組織」対「組織」によるオープンイノベーションの促進、地域資源・ノウハウ等を最大限に活用した地

域イノベーションの促進等について、今後重点的に産学官連携活動を推進します。

5
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

785     2 56
弁護士 弁理士 税理士

157
公認会計士 その他

実務

担当者
14

研究者数 実務

担当者
0

研究者数 実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

38

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 121,591 162,094 受入額 852,620 862,161

件数 108 129

全体
件数

全体

48

受入額 103,964 148,618 受入額 26,842 39,482

民間企業

のみ

件数 93 115 民間企業

のみ

件数 44 41

157 167
37

53,230 90,958 受入額 15,220 31,079

件数 43 55 大企業

のみ

件数大企業

のみ

39

受入額 50,734 57,660 受入額 11,622 8,403
34

中小企業

のみ

件数 50 60
中小企業

のみ

件数 16 15
30

28 26

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 14 0.018
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利 25 1.0

2016年度に有償契約した権利 1 0.0

4特許保有件数 195 0.248 3ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 25

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数

マッチングを行い、契約締結した件数
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業

特許権実施等収入（千円） 1,952 78.1

　　産学連携本部が関与した共同研究

件数 4 2 2
宮崎大学は、地域の特質を活かし「生命科学分野」及び

「環境保全、再生可能エネルギー、食の科学分野」における

重点領域研究プロジェクトを20選定し、異分野融合を軸と

した産学官連携を戦略的に推進しています。

総出願数に

対する割合
0.2857 0.1429 0.1429

1 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 5

2 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 3

受入額比 40,524 431,081

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

2 C02 水、廃水、下水・汚泥の処理 3

2 C22 冶金、鉄・非鉄合金等 3

2 A61 医学・獣医学；衛生学 3

2 B01 物理的・化学的方法または装置一般 3

7 H01 基本的電気素子 2

14 15

8
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件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

9,227,766 282 548,920 858,880 911,125

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%以上15%未満

インキュベーション施設

2 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し5 有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

金属質材料への被覆；金属質材料による材料への被覆；化学的表面

処理；金属質材料の拡散処理；真空蒸着，スパッタリング，

イオン注入法，または化学蒸着による被覆一般；金属質材料の防食ま

たは鉱皮の抑制一般

4 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 1

4 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 1

IPC 分野 件数

4 B01 物理的・化学的方法または装置一般 1

4 C07 有機化学 1

2 C01 無機化学 3

4 A41 衣類 1

件数 13 3 1 4
「岩木健康増進プロジェクト」で収取した医療・健康ビッグ

データ（参加住民1，000人×検査項目2，000×13

年）から生み出される成果の社会実装に向けた「産学官民

結集型オープンイノベーションプラットフォーム」が形成されてい

る。

総出願数に

対する割合
0.2407 0.0556 0.0185

1 C08 有機高分子化合物等 5

2 A61 医学・獣医学；衛生学 3

0.0741

受入額比 11,600 280,655

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位

マッチングを行い、契約締結した件数 32
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 0

特許権実施等収入（千円） 4,050 176.1

　　産学連携本部が関与した共同研究 86

2016年度に収入のあった権利 23 1.0

2016年度に有償契約した権利 7 0.3

1特許保有件数 130 0.140 6ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 23

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
0

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 54 0.058
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

大企業

のみ

受入額 8,209 39,375 受入額 51,854 4,657

中小企業

のみ

件数 14 28
中小企業

のみ

件数 9 6

5 6

受入額 41,741 89,184 受入額 9,373 2,981

件数 36 42 大企業

のみ

件数

全体

受入額 49,950 128,559 受入額 61,227 7,638

民間企業

のみ

件数 50 70 民間企業

のみ

件数 14 12

89 88

39

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 57,310 150,803 受入額 627,288 841,966

件数 63 86

全体
件数

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援 0

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援 0
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード 0

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 7

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード 0

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援 0

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード 0
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

931     6 155
弁護士 弁理士 税理士

133 466
公認会計士 その他

実務

担当者
6

研究者数 実務

担当者
7

研究者数 実務

担当者
2

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

国立 弘前大学
窓

口

担当部署 研究・イノベーション推進機構　知的資産部門 担当者

シーズDB

第三期中期計画として、「持続的な研究開発及びイノベーションを創出・促進する人材の育成・確保のため、産

金学官による戦略別・分野別クラスターを組成するなど、学外とのオープンな連携体制を強化する。」としている。

オープンイノベーションプラットフォームで生み出される知的財産権のマネジメント体制を強化するために、知的財産

の管理・活用の深い経験のある人員の確保、知的財産権を活用したベンチャービジネス創出の促進を図る。

4 G01 測定、試験 1

4 C23 1

TEL 0172393911 Email: sangaku@hirosaki-u.ac.jp
産連HP www.innovation.hirosaki-u.ac.jp

山本　諭

www.innovation.hirosaki-u.ac.jp/seeds-db/

産学連携担当部署
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研

究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例

無し1 有り 無し 有り 無し 有り

インキュベーション施設

1 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

割合は定めていない

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

10,549,174 339 661,851 852,052 1,058,354

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

IPC 分野 件数

2 G01 測定、試験 2

2 H04 電気通信技術 2

2 B01 物理的・化学的方法または装置一般 2

2 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 2

件数 6 5 3 1

総出願数に

対する割合
0.3 0.25 0.15

1 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

2 A61 医学・獣医学；衛生学 2

0.05

受入額比 22,691 56,846

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位

マッチングを行い、契約締結した件数 15
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 2

特許権実施等収入（千円） 3,032 303.2

　　産学連携本部が関与した共同研究 30

2016年度に収入のあった権利 8 0.8

2016年度に有償契約した権利 1 0.1

1特許保有件数 172 0.416 1ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 10

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
2

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 20 0.048
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

大企業

のみ

受入額 15,920 23,817 受入額 3,726 2,090

中小企業

のみ

件数 40 47
中小企業

のみ

件数 5 5
41

9 11

受入額 58,358 96,411 受入額 10,225 13,830

件数 51 71 大企業

のみ

件数

全体

受入額 74,278 120,228 受入額 13,951 15,920

民間企業

のみ

件数 91 118 民間企業

のみ

件数 14 16

59 58

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 90,390 136,143 受入額 318,351 284,232

件数 101 132

全体
件数

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援 3

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

413     1 21
弁護士 弁理士 税理士

138 83
公認会計士 その他

実務

担当者
20

研究者数 実務

担当者
3

研究者数 実務

担当者
5

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

産学連携担当部署

国立 宇都宮大学
窓

口

担当部署 研究協力・産学連携課　産学連携係 担当者

シーズDB

創造的な研究を展開するとともに、優れた人材を養成し、社会の発展に貢献する。また、大学に蓄積された多く

の研究成果や知的資源を活用して、地域・産業・社会との協力を積極的に進める。

・異分野融合推進及び支援体制の強化

・学内シーズと学外シーズとのマッチング支援体制及び研究成果の社会への公開体制の強化

・知的財産の活用強化

TEL 0286495019 Email: renkei1@miya.jm.utsunomiya-u.ac.jp
産連HP http://www.utsunomiya-u.ac.jp/industry/index.php

奈良　宗典
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件
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化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例

無し5 有り 無し 有り 無し 有り

インキュベーション施設

1 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%以上15%未満

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

5,643,710 158 280,670 711,567 136,148

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

IPC 分野 件数

3 G07 チェック装置 1

3 A23 食品・食料品等 1

3 B09 固体廃棄物の処理、汚染土壌の再生 1

件数 1 7 2 1

総出願数に

対する割合
0.0833 0.5833 0.1667

1 A61 医学・獣医学；衛生学 4

2 C07 有機化学 2

0.0833

受入額比 133,348 134,398

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位

マッチングを行い、契約締結した件数 7
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 0

特許権実施等収入（千円） 92 46.0

　　産学連携本部が関与した共同研究 46

2016年度に収入のあった権利 2 1.0

2016年度に有償契約した権利 2 1.0

特許保有件数 74 0.068 3ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 2

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
2

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 12 0.011
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

大企業

のみ

33

受入額 29,917 53,911 受入額 32,488 37,408
39 19

中小企業

のみ

件数 44 62
中小企業

のみ

件数 18 18
28

14 12

受入額 32,127 59,162 受入額 26,336 167,602

件数 34 45 大企業

のみ

件数

14

全体

受入額 62,044 113,073 受入額 58,824 205,010
12

民間企業

のみ

件数 78 107 民間企業

のみ

件数 32 30

164 182
34

受入額 110,913 133,348 受入額 799,647 940,784

件数 96 125

全体
件数

34

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援 0

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援 0
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード 0

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 4

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード 0

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援 0

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード 0
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

1,081  0 108
弁護士 弁理士 税理士

270 360
公認会計士 その他

実務

担当者
10

研究者数 実務

担当者
4

研究者数 実務

担当者
3

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

産学連携担当部署

国立 琉球大学
窓

口

担当部署 地域連携推進機構 担当者

シーズDB

TEL 0988958031 Email: sangaku@to.jim.u-ryukyu.ac.jp
産連HP http://www.iicc.u-ryukyu.ac.jp/

與儀　あゆみ

http://www.iicc.u-ryukyu.ac.jp/matching/
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数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例

無し13 有り 無し 有り 無し 有り

インキュベーション施設

0 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

割合は定めていない

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

12,177,975 302 581,750 748,688 739,709

企業

ストック

オプション
間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL Email:

産連HP

産学連携担当部署

国立 大分大学
窓

口

担当部署 担当者

シーズDB

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

弁護士 弁理士 税理士

公認会計士 その他

実務

担当者

研究者数
実務

担当者

研究者数
実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 110,117 133,243 受入額 177,335 332,098

件数 80 94

全体
件数

全体

受入額 104,258 114,809 受入額 32,078 37,700

民間企業

のみ

件数 77 92 民間企業

のみ

件数 25 39

82 100

74,649 74,812 受入額 19,151 23,053

件数 35 46 大企業

のみ

件数大企業

のみ

42

受入額 29,609 39,997 受入額 12,927 14,647
41

中小企業

のみ

件数 42 46
中小企業

のみ

件数 7 14
43

18 25

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 30
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利

2016年度に有償契約した権利

特許保有件数 107

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 10

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数

マッチングを行い、契約締結した件数
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業

特許権実施等収入（千円） 438 43.8

　　産学連携本部が関与した共同研究

件数

総出願数に

対する割合

1 A61 医学・獣医学；衛生学 2

1 C01 無機化学 2

受入額比

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

1 F16
機械要素・単位、機械・装置の効果的機能を生じ

維持するための一般的手段
2
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究

件
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化学
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機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

9,285,804

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

インキュベーション施設

無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

4 C22 冶金、鉄・非鉄合金等 1

IPC 分野 件数

4 A23 食品・食料品等 1

4 C01 無機化学 1

2 G01 測定、試験 2

4 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 1

件数 10 2 1 2
大学が位置する島根県の大きな産業の一つが，たたら製

鉄に遡る金属関連産業である．島根大学では，戦略的

研究推進センターの中の研究グループの一つとして「たたらナ

ノテクプロジェクトセンター」を設け，地域の金属関連企業と

の研究・開発面での連携や人材育成などについて連携を

行っている．

総出願数に

対する割合
0.4 0.08 0.04

1 H02 電力の発電、変換、配電 4

2 A61 医学・獣医学；衛生学 2

0.08

受入額比 12,658 146,479

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位

マッチングを行い、契約締結した件数 34
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 3

特許権実施等収入（千円） 1,515 116.5

　　産学連携本部が関与した共同研究 34

2016年度に収入のあった権利 7 0.5

2016年度に有償契約した権利 2 0.2

3特許保有件数 153 0.180 1ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 13

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
6

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 25 0.029
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

大企業

のみ

受入額 23,560 42,468 受入額 7,376 0
49

中小企業

のみ

件数 42 45
中小企業

のみ

件数 3 1
46

7 8

受入額 50,962 49,518 受入額 21,216 3,326

件数 53 57 大企業

のみ

件数

全体

受入額 74,522 91,986 受入額 28,592 3,326

民間企業

のみ

件数 95 102 民間企業

のみ

件数 10 9

67 63

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 112,994 126,581 受入額 197,924 292,957

件数 127 131

全体
件数

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

848     1 71
弁護士 弁理士 税理士

公認会計士 その他

実務

担当者
12

研究者数
実務

担当者

研究者数
実務

担当者

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

産学連携担当部署

国立 島根大学
窓

口

担当部署 研究・学術情報機構　産学連携センター 担当者

シーズDB

　島根大学のビジョンの一つに「地域問題の解決に向けた社会貢献活動の推進」を掲げ，地域社会における

課題の解決に資する研究や産学官連携研究を推進し，地域の創生・発展に貢献することを目指している．

　地元企業との連携の促進，特に，幅広い研究テーマで企業の人材育成まで含めた産学連携を進め，地域イ

ノベーションの創出に貢献していきたい．

TEL 0852326055 Email: rsd-chiiki@office.shimane-u.ac.jp
産連HP http://www.shimane-u.ac.jp/research/

中村　憲行

http://www.crc.shimane-u.ac.jp/res-pr/seeds02/home.htm
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研

究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例

無し5 有り 無し 有り 無し 有り

インキュベーション施設

3 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り 159,500,000 インセンティブ設計無し 企業

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

割合は定めていない

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

10,685,324 269 445,308 600,655 519,102

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

3 H02 電力の発電、変換、配電 1

3 H04 電気通信技術 1

3 C08 有機高分子化合物等 1

3 F04 液体用容積形機械、液体・圧縮性流体用ポンプ 1

IPC 分野 件数

3 C01 無機化学 1

3 C07 有機化学 1

3 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 1

3 B01 物理的・化学的方法または装置一般 1

件数 9 2

総出願数に

対する割合
0.5 0.1111

1 H01 基本的電気素子 6

2 G02 光学 2

受入額比 13,631 362,944

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位

マッチングを行い、契約締結した件数 9
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 1

特許権実施等収入（千円） 1,227 122.7

　　産学連携本部が関与した共同研究 16

2016年度に収入のあった権利 2 0.2

2016年度に有償契約した権利 0 0.0

特許保有件数 117 0.194 3ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 10

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
1

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 18 0.030
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

大企業

のみ

受入額 11,101 16,347 受入額 2,805 1,600

中小企業

のみ

件数 52 56
中小企業

のみ

件数 3 2
34

1 2

受入額 61,589 75,821 受入額 5,940 7,615

件数 63 67 大企業

のみ

件数

全体

受入額 72,690 92,168 受入額 8,745 9,215

民間企業

のみ

件数 115 123 民間企業

のみ

件数 4 4
49

67 71
38

受入額 96,062 122,683 受入額 677,788 725,888

件数 161 180

全体
件数

47

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 4

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

603     0 43
弁護士 弁理士 税理士

151 151
公認会計士 その他

実務

担当者
14

研究者数 実務

担当者
4

研究者数 実務

担当者
4

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

産学連携担当部署

国立 茨城大学
窓

口

担当部署 理事・副学長（学術統括担当）付産学連携部門（今年度機構として改組予定） 担当者

シーズDB

TEL 0294385016 Email: sangaku@ml.ibaraki.ac.jp
産連HP http://h.scc.ibaraki.ac.jp

高橋秀治

http://info.ibaraki.ac.jp/scripts/websearch/index.htm
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究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例

無し9 有り 無し 有り 無し 有り

インキュベーション施設

4 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り 10,671 インセンティブ設計無し 企業

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%未満

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

6,518,384 246 482,758 824,809 137,083

企業

ストック

オプション
間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

3 H04 電気通信技術 2

IPC 分野 件数

3 C25 電気分解・電気泳動方法、そのための装置 2

3 G11 情報記憶 2

3 B01 物理的・化学的方法または装置一般 2

3 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 2

件数 6 8 5 3
創設以来の実績がある資源探査，リサイクル技術開発の

実績を踏まえ，地球・資源分野の国際的研究，津波や雪

害に関する地域防災の研究などを推進している。
総出願数に

対する割合
0.1579 0.2105 0.1316

1 A61 医学・獣医学；衛生学 4

1 G01 測定、試験 4

0.0789

受入額比 16,195 62,080

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位

マッチングを行い、契約締結した件数 0
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業

特許権実施等収入（千円） 2,457 102.4

　　産学連携本部が関与した共同研究 1

2016年度に収入のあった権利 10 0.4

2016年度に有償契約した権利 5 0.2

1特許保有件数 171 0.272 3ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 24

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 38 0.060
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

大企業

のみ

受入額 11,355 13,671 受入額 4,540 5,406

中小企業

のみ

件数 16 25
中小企業

のみ

件数 9 13

24 27
49

受入額 53,290 60,847 受入額 44,741 103,172

件数 48 49 大企業

のみ

件数

19

全体

50

受入額 64,645 74,518 受入額 49,281 108,578
24

民間企業

のみ

件数 64 74 民間企業

のみ

件数 33 40

113 119

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 83,786 97,172 受入額 530,844 496,638

件数 77 83

全体
件数

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 1

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

629     1 63
弁護士 弁理士 税理士

629
公認会計士 その他

実務

担当者
10

研究者数
実務

担当者
1

研究者数
実務

担当者
0

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

産学連携担当部署

国立 秋田大学
窓

口

担当部署 産学連携推進機構 担当者

シーズDB

第３期中期計画の中で「大学職員と地域企業等との連携を促進し，地域企業の研究・開発力向上に寄与

するためにも，学生も参加する産学連携推進による人材育成を行うとともに，社会人のキャリアアップやキャリア

チェンジを支援する社会人学び直しプログラムを実施する」として全学的に実行している。

高齢化先進県として，スマート社会，地域包括ケアの確立を目指した産学官医金のオール秋田による体制整

備を行うとともに，医療・福祉・看護・介護に関する医理工連携分野において，オープンイノベーションの構築と推

進を目標としている。

TEL 0188893011 Email: sangaku@jimu.akita-u.ac.jp
産連HP http://www.akita-u.ac.jp/crc/

矢口　玲

http://akitauinfo.akita-u.ac.jp/search?m=home&l=ja
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器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例

無し4 有り 無し 有り 無し 有り

インキュベーション施設

0 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%以上15%未満

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

9,596,073 236 465,530 383,216 850,992

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0157269153 Email: kenkyu04@desk.kitami-it.ac.jp
産連HP http://www.kitami-it.ac.jp/about/collaboration/

反保　聡史

http://hanadasearch.office.kitami-it.ac.jp/

産学連携担当部署

国立 北見工業大学
窓

口

担当部署 社会連携推進センター 担当者

シーズDB

1
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

153     1 12
弁護士 弁理士 税理士

153
公認会計士 その他

実務

担当者
13

研究者数
実務

担当者
0

研究者数
実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 88,489 91,993 受入額 50,105 29,382

件数 76 67

全体
件数

全体

受入額 45,035 36,541 受入額 398 350

民間企業

のみ

件数 49 43 民間企業

のみ

件数 3 3

14 12

34,405 26,768 受入額 0 0

件数 28 25 大企業

のみ

件数大企業

のみ

受入額 10,630 9,773 受入額 398 350

中小企業

のみ

件数 21 18
中小企業

のみ

件数 3 3

0 0

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 6 0.039
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利

2016年度に有償契約した権利

特許保有件数 87 0.569

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 15

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
28

マッチングを行い、契約締結した件数 30
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 22

特許権実施等収入（千円） 517 34.5

　　産学連携本部が関与した共同研究 31

件数 0 0 1 0

総出願数に

対する割合
0 0 0.1667

1 G01 測定、試験 3

2 A61 医学・獣医学；衛生学 1

0

受入額比

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

2 H01 基本的電気素子 1

2 H04 電気通信技術 1

2 C23

金属質材料への被覆；金属質材料による材料への被覆；化学的表面処

理；金属質材料の拡散処理；真空蒸着，スパッタリング，

1
イオン注入法，または化学蒸着による被覆一般；金属質材料の防食また

は鉱皮の抑制一般

2 G06 計算、計数 1

1

2
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研

究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

2,252,493 62 135,720 84,484 84,106

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%以上15%未満

インキュベーション施設

1 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し4 有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0155495342 Email: kenkyu@obihiro.ac.jp
産連HP http://www.obihiro.ac.jp/~crcenter/

生田和哉

http://www.nlu-seeds.jp/index.php

産学連携担当部署

国立 帯広畜産大学
窓

口

担当部署 地域連携推進センター 担当者

シーズDB

「知的財産の創出及び社会還元」と「地域及び国際社会の産業振興に貢献する人材育成」を目標とした産学

官連携活動を適切かつ効果的に推進する。

知的財産の有効活用、企業等の「組織」対「組織」による本格的な連携

2
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

154     4 31
弁護士 弁理士 税理士

77
公認会計士 その他

実務

担当者
5

研究者数
実務

担当者
0

研究者数
実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 73,925 77,629 受入額 96,041 72,826

件数 86 112

全体
件数

全体

受入額 48,043 53,614 受入額 2,764 573

民間企業

のみ

件数 65 71 民間企業

のみ

件数 4 2

29 25

36,188 39,884 受入額 130 295

件数 32 31 大企業

のみ

件数大企業

のみ

受入額 11,855 13,730 受入額 2,634 278

中小企業

のみ

件数 33 40
中小企業

のみ

件数 3 1
49

1 1

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 5 0.032
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利 9 0.8

2016年度に有償契約した権利 4 0.3

特許保有件数 54 0.351 1ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 12

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
8

マッチングを行い、契約締結した件数 0
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 6

特許権実施等収入（千円） 288 24.0

　　産学連携本部が関与した共同研究 17

件数 2 2 0 0
食料の生産から消費まで一貫した環境が揃う北海道十勝

地域を基盤とした農畜産学および獣医学分野、「高精細画

像解析による食肉評価システムの開発」、「高品質堆肥の

製造方法及び環境型堆肥化システムの研究開発と普

及」、「十勝産小麦を活用した新しいパンの製造方法と商品

化」

総出願数に

対する割合
0.4 0.4 0

1 A21 ベイキング、生地製造、加工の機械・設備、ベイキング生地 3

1 A61 医学・獣医学；衛生学 3

0

受入額比 38,815 36,413

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

3 C08 有機高分子化合物等 1

2
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研

究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

2,690,227 62 174,650 76,252 204,092

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

10%以上15%未満

インキュベーション施設

0 無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し2 有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL 0166682197 Email: rs-sr.g@asahikawa-med.ac.jp
産連HP http://www.asahikawa-med.ac.jp/bureau/shomu/kenkyus/sangaku.html

庄山　栄一

産学連携担当部署

国立 旭川医科大学
窓

口

担当部署 知的財産センター 担当者

シーズDB

地域社会の課題解決に向けて他大学・研究所・企業・行政機関などとの連携強化を図るとともに、産学官連

携による共同研究等を推進し、研究成果の社会還元を図る。

大型共同研究の推進

1
研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

379     0 379
弁護士 弁理士 税理士

379
公認会計士 その他

実務

担当者
1

研究者数
実務

担当者
0

研究者数
実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード 0

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援 0

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード 0
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援 0

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード 0

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援 0

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援 0
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 37,275 67,965 受入額 68,148 47,617

件数 48 31

全体
件数

全体

受入額 36,825 66,284 受入額 10,386 4,296

民間企業

のみ

件数 39 24 民間企業

のみ

件数 28 32

78 75

26,793 16,526 受入額 8,367 3,423

件数 22 11 大企業

のみ

件数大企業

のみ

受入額 10,032 49,758 受入額 2,019 873
40

中小企業

のみ

件数 17 13
中小企業

のみ

件数 6 10

22 22

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 26 0.069
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利 1 0.5

2016年度に有償契約した権利 1 0.5

特許保有件数 42 0.111 6ヶ月

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 2

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数
0

マッチングを行い、契約締結した件数 0
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業 0

特許権実施等収入（千円） 2,376 1,188.0

　　産学連携本部が関与した共同研究 31

件数 2 0 4 0
文部科学省や総務省、企業と連携し、ICT(情報通信技

術)を活用した遠隔医療の普及・促進を図るとともに、遠隔

医療システムの高度化（立体ハイビジョン伝送技術やセキュ

リティ技術の開発）を行っている。

総出願数に

対する割合
0.0769 0 0.1538

1 A61 医学・獣医学；衛生学 7

2 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 2

0

受入額比 33,983

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

23
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究

件
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運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

5,187,432 157 263,100 214,383 689,471 有り

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

割合は定めていない

インキュベーション施設

無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し1 有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針 産学官連携活動について今後重点化したい事項

URA コーディネーター(CDN)

研究者数 実用化数 専門性を有する者の配置

人 件 名 名 名 名 名 名

URA職務従事状況

担当部署等 名 コーディネータ職務従事状況
各種規程類の整備状況 産学連携業務分担

名

名

名

名

名

名

共同研究実績 受託研究実績
国公私立大中 件 国公私立大中 件

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

位 位

2016年度特許出願・活用実績
百万

件

件

件

件
特許出願に関する発明のもととなった研究

件
保有特許権数

大学の得意分野とその具体例
技術分野別出願分布（公開日ベース）

（参考値）

千円/件

TEL Email:

産連HP

産学連携担当部署

国立 室蘭工業大学
窓

口

担当部署 担当者

シーズDB

研究者数

実務者あたり URAあたり CDNあたり

弁護士 弁理士 税理士

公認会計士 その他

実務

担当者

研究者数
実務

担当者

研究者数
実務

担当者

産学連携ポリシー

知的財産ポリシー
共同研究等の企画・提案

プレアワード

産連

本部

他

部署

外部

委託
及び研究戦略推進支援

知財創生

(発明相談、特許出願等)

及びポストアワード
研究開発支援

(研究開発戦略構築、補助金申請支援等)共同研究取扱規程

受託研究取扱規程
契約書での成果目標、達成時の明記 及び研究戦略推進支援

シーズPR

(イベント出展、企業訪問等)研究成果有体物取扱規程

職務発明規程（教職員のみ対象） 共同研究契約の締結/判断

（契約権限の集中）
ポストアワード

技術契約支援

(共研/ライセンス契約、守秘義務等)発明補償関係規程（教職員、学生）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
共同研究の進捗管理とフィードバック 及び研究戦略推進支援

ニーズ調査

(企業訪問、市場動向分析)

研究戦略推進支援
事業化支援

(ベンチャー起業化支援、販路開拓)株式の取扱等規程、ポリシー

2015年度 2016年度 2015年度 2016年度

守秘義務に関する規程（教職員、学生対象）

営業秘密管理に関する規程 企業ニーズに適応した

技術移転・事業化提案

受入額 71,551 59,377 受入額 198,640 180,786

件数 73 76

全体
件数

全体

受入額 68,271 54,387 受入額 10,509 12,904

民間企業

のみ

件数 65 66 民間企業

のみ

件数 7 8

29 31

42,901 32,153 受入額 5,408 11,442

件数 30 35 大企業

のみ

件数大企業

のみ

受入額 25,370 22,234 受入額 5,101 1,462

中小企業

のみ

件数 35 31
中小企業

のみ

件数 3 2

4 6

受入額

(千円) (千円)

本格的な共同研究
研究者あたり件数

特許出願件数 16
平均(目安)

交渉期間
分野横断型

共同研究

2016年度に収入のあった権利

2016年度に有償契約した権利

特許保有件数 22

実施等件数

あたり
特許権実施等件数 1

大学役員等と定期的

に意見交換する企業数

マッチングを行い、契約締結した件数
共同研究 受託研究 補助金 寄附金

うち共同研究した企業

特許権実施等収入（千円） 0 0.0

　　産学連携本部が関与した共同研究

件数

総出願数に

対する割合

1 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 1

1 A61 医学・獣医学；衛生学 1

受入額比

出願数上位技術分野（2016年公開）

順位 IPC 分野 件数

1 C08 有機高分子化合物等 1

1 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 1

1 B02 破砕・粉砕、製粉のための穀粒の前処理 1

1 C01 無機化学 1

1 H05 他に分類されない電気技術 1

1 G01 測定、試験 1

1 H01 基本的電気素子 1

0.1

1

10

100

0.1

1

10

100

0.1

1
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100

0
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100

120

0 200 400 600 800 1000

特

許

権

収

入

100

10

1

う

共

同

研

究

件

数

受

託

研

究

件

数

運輸

化学

器械

機関、ポンプ

健康・

人命救助・娯楽

鋳造物

原子核工学

個人・

家庭用品紙照明、加熱

食料品、

たばこ

成形

繊維・

可とう性材料

地中・岩石の

削孔、採鉱

電気

農林・畜産、

狩猟、捕獲

武器、爆破

分離、混合

冶金

コンビナ

トリアル
マイクロ構造技術、

ナノ技術

印刷

金 額金 額

2015年公開

2016年公開

工学一般
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職務発明の帰属 不実施補償の扱い
クロアポ実績

ベンチャー支援体制 産学連携へのインセンティブ

社 件 円 人

　

間接経費割合

件数 金額(千円)

運営費交付金

(千円)

科研費 その他政府系

資金(千円)

民間資金

(千円)
株式保有

企業

ストック

オプション

大学 発明者 契約雛形の条項に従う 不実施補償を求めない場合がある 原則、不実施補償は求めない その他

2,614,417

クロアポ規定

受

入

大学 有り 無し

インキュベーション施設

無し

大学発

ベンチャー数

企業とのクロアポ

相談窓口
設立ポリシー,

推進計画
可能 不可支援ファンド 人事評価等への反映 派

遣

大学

有り インセンティブ設計無し 企業無し有り 無し 有り 無し 有り

組織的産学官連携活動における取組方針等及び取組事例
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